
本県の人口減少の現状
（自然減、社会減）
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期間中に起こった主な出来事愛媛県の人口の推移
期 間 内 容

1941～45年
(昭和16～20年)

太平洋戦争

1947～49年
(昭和22～24年)

第一次ベビーブーム

1954～73年
(昭和29～48年)

高度成長期

1971～74年
(昭和46～49年)

第二次ベビーブーム

1973～91年
(昭和48～平成３年)

安定成長期

1991～93年
(平成３～５年)

バブル崩壊

2011年
(平成23年)

東日本大震災

2020年～
（令和２年～）

新型コロナ

① 1985年を境に、人口が減少
② 2023年に130万人を下回り、その後も減少が続く

１．人口減少の現状

出典 国勢調査、愛媛県推計人口
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２．年齢区分別人口割合の推移
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３．人口ピラミッド

4出典 国勢調査
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自然減

社会減

2013年（10年前）比 約２倍

2024年
自然増減 ‐13,545人（外国人含む）
社会減数 -4,444人

出典 人口動態統計、住民基本台帳人口移動報告（日本人のみ抽出）

自然減と社会減を合わせた人口減少数は10年で約1.8倍近くに

４．自然減と社会減の現状

2013年（10年前）比 約1.3倍

5



10,696 
10,399 10,146 9,911 

9,569 9,330 

8,446 
8,102 8,011 

7,572 
6,950 

6,416 6,148 6,102 
5,861 5,645 5,421 5,360 

4,903 
4,571 4,477 

4,158 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
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出生数と婚姻件数の推移

５．出生数・婚姻件数の現状

（人・件）

2013年比
出 生 数 ▲35.0％
婚姻件数 ▲35.2％
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人口動態統計速報値（外国人含む）
2023年 出生数7,477人 婚姻件数4,334件
2024年 出生数7,005人 婚姻件数4,274件

出生数、婚姻件数とも 10年前と比べ35％減少 ※日本人のみ



６．結婚に対する意識と50歳時の未婚割合
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集2022年版」

全国平均(R2)
男性:28.3％
女性:17.1％

県内の２０～３０代は約８割が「いずれ結婚するつもり」と回答。２０代と比べ３０代で結婚の意思が低下。

未婚率は３０年前（平成２年）と比べ、大幅に増加し、男性は４人に１人、女性は５人に１人が生涯未婚。

いずれ結婚
するつもり

一生結婚する
つもりはない

全 体 77.6％ 22.4％

性
年
代
別

20 代男性 82.0％ 18.0％

30 代男性 69.0％ 31.0％

20 代女性 84.0％ 16.0％

30 代女性 68.0％ 32.0％

【結婚に対する意識調査結果（愛媛）】

出典：愛媛県・一般財団法人地方自治研究機構
「人口減少の要因分析に係る調査」(2022年)

【５０歳時の未婚割合】
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1995年
（H７）

2000年
（H12）

2005年
（H17 ）

2010年
（H22）

2015年
（H27）

2020年
（R2）

25～
29歳 46.4% 51.0% 55.1% 55.6% 58.4% 60.5%

30～
34歳 19.1% 25.6% 30.2% 32.6% 33.6% 35.8%

35～
39歳 9.8% 14.0% 18.9% 22.7% 24.3% 25.0%

40～
44歳 7.0% 8.7% 12.6% 17.5% 20.2% 21.0%

45～
49歳 6.3% 6.7% 8.6% 12.6% 17.5% 19.6%

50～
54歳 5.0% 6.2% 6.8% 8.7% 12.9% 17.0%

同じ年代でも近年ほど未婚率が高くなる。

○世代別未婚率（女性）（愛媛県）

７．世代別未婚率の推移（H7～R2）

○世代別未婚率（男性）（愛媛県）
1995年
（H７）

2000年
（H12）

2005年
（H17 ）

2010年
（H22）

2015年
（H27）

2020年
（R2）

25～
29歳 61.3% 63.5% 65.2% 65.2% 69.2% 71.9%

30～
34歳 32.9% 38.0% 42.3% 43.3% 45.4% 48.8%

35～
39歳 19.6% 23.6% 29.1% 32.7% 34.5% 36.0%

40～
44歳 14.9% 17.0% 21.0% 26.6% 29.3% 30.8%

45～
49歳 9.9% 13.8% 16.6% 20.8% 25.8% 27.9%

50～
54歳 5.5% 9.4% 13.7% 16.7% 20.9% 25.4%

総務省「国勢調査」 8



出生構成割合 50年間でほぼ変化していない

2,990 人, 
43%

2,560 人, 
37%

1,400 人, 
20%

第１子 第２子 第３子以上

総数 6,950人

9,949 人, 
43%

8,606 人, 
38%

4,315 人, 
19%

第１子 第２子 第３子以上

総数22,877人

※7人不足

1970年 2023年

出典
人口動態統計

８．出生構成割合の比較（1970年と2023年）

９



年 転出 転入 転出／転入

2010 9,581 8,003 約1.2倍

2015 9,679 7,470 約1.3倍

2020 8,848 6,918 約1.3倍

2024 9,053 6,418 約1.4倍

年 総数 女性 男性 女性／男性

2010 2,596 1,578 1,018 約1.6倍

2015 3,869 2,209 1,660 約1.3倍

2020 3,175 1,930 1,245 約1.6倍

2024 4,444 2,635 1,809 約1.5倍

○男性

年 転出 転入 転出／転入

2010 11,777 10,759 約1.1倍

2015 11,916 10,256 約1.2倍

2020 11,076 9,831 約1.1倍

2024 10,841 9,032 約1.2倍

○女性

転出超過（転出－転入）数は男性＜女性 女性の転出は転入の1.4倍

性別ごとの転出超過数

９．転入・転出の現状

出典：住民基本台帳人口移動報告（日本人のみ抽出） 10



10．コロナ前とコロナ後の転出超過比較

コロナ前もコロナ後も若年層の転出超過が全体のほとんどを占める

住民基本台帳人口移動報告、愛媛県、日本人のみ
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2024年 15～29歳転出超過内訳 男 女

2019年 計 0～14歳 15～29 30～64 65～

転入者 16,811 2,252 6,720 6,969 870

転出者 21,045 1,979 10,958 7,095 1,013

社会増減 -4,234 273 -4,238 -126 -143

2024年 計 0～14歳 15～29 30～64 65～

転入者 15,450 1,609 6,505 6,399 937

転出者 19,894 1,655 10,644 6,617 978

社会増減 -4,444 -46 -4,139 -218 -41

コロナ前

コロナ後
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11．県内の若年女性人口の推移

資料：総務省「国勢調査」

高校卒業時に約１割、大学卒業後の就職時等で約２割減少。



2015年以降、20～34歳の男性比率が上昇

12．県内の若年人口の人口性比の推移

出典：総務省「国勢調査」

年 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

20～24歳 83.5 83.9 91.7 93.1 94.6 93.8 103.0 105.5

25～29歳 90.2 87.7 89.8 95.1 96.1 97.0 99.8 106.4

30～34歳 95.6 93.4 92.4 93.2 97.3 98.4 99.0 102.2

総数 90.9 89.8 89.7 89.3 89.1 88.8 89.5 90.2

○人口性比
※女性100人に対する男性の人数
出生時は概ね105～107,総数は女性の平均寿命が高いため90前後

13

2024年推計値 ※総務省「人口推計」を基に県が推計
20～24歳 108.2～117.0
25～29歳 108.2～117.0
30～34歳 103.6～111.3
総数 90.4～90.7



若年層の人口減少

婚姻件数の減少

若年女性の減少

10代 20代 30代 40代
（高校） （大学） （就職） （結婚） （出産） （子育て）

若年層の人口減少（若年女性の減少） 婚姻件数の減少・出生数の減少

進学時の転出超過 就職時の転出超過 未婚化（・晩婚化）

出生数の減少

複数の要因が関連しながら、負のスパイラルに

人口減少のメカニズム
（負のスパイラル）

35％減（2013年→2023年）

35％減（2013年→2023年）

13．人口減少の要因

（20～34歳）

14

若年者の県内就職支援

学生時における地元企業を知る機会の提供

仕事と育児の両立支援・女性活躍機会の拡大

移住等

妊娠・出産に関する
リテラシーの向上

出会いの場の提供
結婚・出産・子育て支援

えひめ人口減少対策総合交付金

★総合的な取組み ★新たな挑戦

外国人の受入れ促進
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人口減少対策推進本部

本部長：知事
副本部長：副知事
本部員：特別職、各部局長、

東京・大阪事務所長
事務局：地域政策課
○人口減少対策の総合的な企画及び推進
○人口減少対策に関する事業の連絡調整

人口減少対策推進本部幹事会

幹事長：人口減少対策統括部長
幹事：政策企画局長、各幹事課長

人口問題総合戦略本部（要綱設置）
少子化対策推進本部（訓令設置）

を統合のうえ新設

○ 人口減少対策に係る推進体制の強化（令和７年度）



令和７年度当初予算（案）の重点施策
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令和７年度当初予算（案）の重点施策
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本県の人口減少の現状
（外国人材の確保）
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外国人労働者の動向①（県内外国人労働者の推移）

（出典）愛媛労働局発表 「愛媛県の外国人雇用状況の届出状況」から作成

● 令和６年10月末時点の愛媛県内の外国人労働者数は14,550人（前年同期比2,074人、16.6％増）。
● 外国人労働者を雇用する事業所数は2,347か所（前年同期比216か所、10.1％増）。
いずれも、厚生労働省への届出義務化（平成19年）以降、過去最高を更新。

（人）

（所）

※いずれも10月末時点の数字
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12,000 
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H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年 R２年 R３年 R４年 R５年 R６年

外国人労働者数

雇用事業所数

令和６年10月末時点の
在留資格では、
技能実習生 7,553人（52％）
専門的・技術的分野 4,770人（33%）
身分に基づく在留資格 1,317人（9%）
その他（留学生含む） 910人（6%）

計 14,550人

コロナ禍

資料１
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中国

1,643人

11%

韓国

180人

1%

ベトナム

4,112人

28%

フィリピン

3,730人

26%

インドネシア

1,750人

12%

ミャンマー

1,082人

8%

カンボジア

455人

3%

タイ
116人
1%

ネパール
422人
3%

スリランカ
113人
1%

ブラジル
173人
1%

G７等
303人
2%

その他
450人
3%

外国人労働者の動向②（国籍別の県内労働者数）

● 国籍別でみると、ベトナム、フィリピン、インドネシアの順に多い（令和６年度にインドネシアが中国を逆転）。
● かつては中国からの外国人労働者が最も多かったが、中国の経済成長等の理由により、技能実習
での在留者数が大きく減少（2,022人【2018年】→641人【2024年】）。
ベトナム、フィリピン、インドネシアからの外国人労働者はいずれも2018年から大きく伸張。

● 2018年時点ではごく少数であったミャンマー、カンボジアからの外国人労働者がここ数年で増加。

（出典）愛媛労働局発表「愛媛県の外国人雇用状況の届出状況」から作成

中国

2,999人
36%

韓国

135人
2%

フィリピン

1,330人
16%

ベトナム

2,517人
30%

ネパール

81人
1%

インドネシア

412人
5%

ブラジル

154人
2%

ペルー

31人
0%

G７等

256人
3%

その他

461人

5%

（2018年10月末時点）

県内の外国人労働者
総数 8,376人

県内の外国人労働者
総数 14,550人

（2024年10月末時点）

（注）G7等とは、アメリカ・イギリス・フランス・ドイツ・イタリア・カナダ・オーストラリア・
ニュージーランド・ロシアをいう

資料２
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外国人労働者の動向③（外国人材を取り巻く環境）

● 送出国内の雇用環境の改善や円安に伴う賃金水準の低下に直面、他国でも少子化が進行
⇒国内や国外で、外国人材の獲得競争が激化。

● 技能実習制度に代わって、令和９年に新たな「育成就労制度」が導入
⇒新制度では、一定の要件を満たす場合には本人意向による転籍が認められるため、県内で育成さ
れた外国人労働者が賃金の高い大都市圏へ引き抜かれる懸念。

資料３
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